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秘密保持契約書（案） 

 

 国立大学法人長岡技術科学大学（以下「甲」という。）と     （以下「乙」という。）

とは、甲に所属する教員      と乙との間で実施を検討する研究テーマ「     」

にかかる協議（以下「本協議」という。）を開始するに当たり、甲乙双方が保有する情報を

開示する場合における秘密の漏洩を防止するため、次のとおり秘密保持に関する契約を締結する。 

 

 （秘密保持） 

第１条 甲及び乙は、相手方から開示又は提供された技術情報、資料、ノウハウ、意見交換

等の本協議に関する情報であって、①媒体の形式を問わず、秘密であることが明示されて

開示されたもの、②口頭若しくは視覚等又は電子的・磁気的方法その他人の知覚によって

は認識することができない無体物にて開示された場合には、開示の際に秘密である旨が特

定され、当該開示後３０日以内に当該開示の内容、開示者、開示の場所及び開示の日付が

書面にて確認されたもの（以下「秘密情報」という。）を第三者に開示又は漏洩してはな

らない。ただし、次の各号のいずれかに該当する情報については、この限りではない。 

 一 相手方から開示を受け、又は知得した際、既に自己が保有していたことを証明できる

もの 

 二 相手方から開示を受け、又は知得した際、既に公知となっているもの 

 三 相手方から開示を受け、又は知得した後、自己の責めによらずに公知となったもの 

 四 正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負うことなしに適法に取得したことを

証明できるもの 

 五 相手方から開示された情報によることなく独自に開発又は取得していたことを証明で

きるもの 

 六 書面により事前に相手方の同意を得たもの 

２ 甲及び乙は、秘密情報を本協議以外の目的に使用してはならない。 

３ 甲及び乙は、本協議に関わる限定された自己の構成員又は役員及び従業員（以下「従業

員等」という。）に対してのみ開示するものとする。尚、相手方から電子的・磁気的方法

等により開示された秘密情報を使用し得られた二次的情報（自己で所有又は取得した情報

を合わせ得られたものを含む。以下「二次的秘密情報」という。）も秘密情報に含むもの

とする。 

４ 甲及び乙は、前項に基づく自己の従業員等への秘密情報の開示に際し、秘密を保持すべ

き事項であることを明示するとともに、秘密情報の管理について責任者を定め、厳重に管

理するものとする。 

５ 甲及び乙は、秘密情報の全部又は一部を相手方の事前の文書による承諾なしに、本協議

のために必要な範囲を超えて複製又は要約（改変を含む）してはならない。 

６ 甲及び乙は、本契約の内容及びその締結の事実に関して、相手方の事前の文書による承

諾なしに第三者に漏洩してはならない。 

 

 （情報の交換） 

第２条 甲及び乙は、本協議に必要と自らが判断する範囲内で相互に秘密情報を提供又は開

示するものとする。ただし、甲及び乙以外の者との契約により秘密保持義務を負っている

ものについては、この限りではない。 
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 （知的財産権） 

第３条 甲及び乙は、本契約に基づく秘密情報の開示によって、相手方に対し秘密情報の所

有権、秘密情報に係る特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権、育成者権及びノウ

ハウ等の知的財産権（以下「知的財産権等」という。）について、明示的にも暗示的にも

譲渡、実施の許諾又は使用の許諾等をするものではない。 

２ 甲及び乙は、相手方から開示された秘密情報又は二次的秘密情報に基づいて発明、考案、

創作、育成又は案出等をなした場合は、速やかにその旨を相手方に通知の上、当該発明、

考案、創作、育成又は案出等に係る知的財産権等の帰属及び取り扱いについて相手方と協

議するものとする。 

 

 （非保証） 

第４条 甲及び乙は、相手方に対し、開示される秘密情報に何らかの誤り又は瑕疵があった

場合でも、瑕疵担保責任を含む一切の責任を負わないものとし、秘密情報又は二次的秘密

情報の内容及びその使用について、一切の明示又は黙示の保証をしないものとする。 

 

 （損害賠償等） 

第５条 甲又は乙が本契約に違反し相手方に損害を与えた場合は、損害を被った甲又は乙は、

相手方に対して当該損害の賠償を請求できるものとする。 

 

 （秘密情報を含む資料などの返還） 

第６条 甲及び乙は、本契約の期間が終了した場合又は甲若しくは乙が相手方に提供した情

報の返却、消去又は廃棄を要求した場合は、直ちに秘密情報に係る資料（複写、複製、改

変又は要約したものを含む。）のすべてを相手方が指定する方法により返却、消去又は廃

棄しなければならない。 

 

 （反社会的勢力との関係排除） 

第７条 甲及び乙は、暴力団、暴力団関係企業、総会屋その他の反社会的勢力（以下「反社

会的勢力」という。）との関係を遮断し、反社会的勢力による被害を防止するため、自己

及び自己の関係者について、以下の各号に掲げる事項を表明し遵守する。 

 一 反社会的勢力が実質的に経営に関与していないこと 

 二 反社会的勢力に対し便宜を供与し又は資金を提供するなど、反社会的勢力の維持運営

に協力しないこと 

 三 直接、間接を問わず反社会的勢力を利用しないこと 

 四 反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しないこと 

 五 自ら又は第三者を利用して、他の契約当事者に対し、詐術、暴力的行為又は不当な要

求を行わないこと 

 

 （契約期間） 

第８条 本契約の期間は、本契約締結の日から本協議が終了したとき又は令和 XX 年 XX 月

XX日のうちいずれか早く到来する日までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲及び乙は当該期間満了前に協議の上、本契約の契約期間を

変更することができる。 
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 （有効期間） 

第９条 第８条の規定にかかわらず、第１条の規定は、本契約期間満了後の日から３年間有

効に存続するものとし、第３条から第６条の規定は当該条項に定める対象事項が全て消滅

するまで有効に存続する。 

 

 （協議） 

第１０条 甲及び乙は、本契約に定めのない事項及び本契約の条項に関し疑義を生じた場合、

誠意をもって協議し、その解決にあたるものとする。 

 

 

 

 

 本契約締結の証として、本契約書２通を作成し、甲乙記名捺印の上各１通を保有する。 

 

 

   令和 XX年 XX 月 XX日 

 

 

             甲  新潟県長岡市上富岡町１６０３－１ 

                国立大学法人長岡技術科学大学 

                    学 長    鎌 土 重 晴 

 

 

             乙  所在地 

                氏 名 

 

 


